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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第115期

第１四半期連結
累計期間

第116期
第１四半期連結
累計期間

第115期

会計期間
自2017年４月１日
至2017年６月30日

自2018年４月１日
至2018年６月30日

自2017年４月１日
至2018年３月31日

売上高 （百万円） 41,186 42,543 167,446

経常利益 （百万円） 4,053 2,939 13,774

親会社株主に帰属する四半期（当

期）純利益
（百万円） 2,883 2,049 8,361

四半期包括利益又は包括利益 （百万円） 3,842 645 10,177

純資産額 （百万円） 91,530 96,873 97,026

総資産額 （百万円） 190,683 201,490 200,948

１株当たり四半期（当期）純利益 （円） 155.28 110.37 450.33

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益
（円） － － －

自己資本比率 （％） 46.9 47.1 47.3

 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

４．当社は、2017年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。

   前連結会計年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、１株当たり四半期（当期）純利益を算定して

おります。

５．「『税効果に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を当第１四半期連結

会計期間の期首から適用しており、前第１四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指標等

については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

 

２【事業の内容】

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

 当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

(1) 経営成績の状況

 当第１四半期連結累計期間の日本経済は、輸出、設備投資が緩やかに増加し、堅調な雇用・所得情勢を受けて個

人消費も持ち直しました。海外経済におきましては、米国は景気拡大が続き、アジア新興国地域においては、中国

経済が一部に弱い動きがみられるものの堅調を保ち、その他新興国も概ね堅調を維持しております。

 このような経済環境のもとで、当第１四半期連結累計期間の売上高は、全てのセグメントで好調に推移し、425

億４千３百万円（前年同期比3.3％増）の増収となりました。一方、営業利益は、原材料価格上昇等の影響により

28億２千４百万円（同26.8％減）、経常利益は29億３千９百万円（同27.5％減）、親会社株主に帰属する四半期純

利益は、20億４千９百万円（同28.9％減）の減益となりました。

 次に事業セグメントの業績についてご報告いたします。なお、営業利益につきましては、全社費用等の配分前で

記載しております。

（化成品事業）

 当事業は、無機・有機顔料、繊維用着色剤、情報表示・記録材料の製造・販売を行っております。情報表示・記

録材料は概ね好調に推移しました。また、汎用顔料は全般的に堅調に推移しました。

 これらの結果、当セグメントの売上高は64億５千６百万円（同1.4％増）となり、営業利益は10億３千４百万円

（同6.4％減）となりました。

（化学品事業）

 当事業は、プラスチック用着色剤、コーティング剤の製造・販売を行っております。車両業界向けの受託コンパ

ウンド及び海外向けの着色剤が好調に推移し、コーティング剤は主に情報・電子業界向けが好調に推移しました。

海外連結子会社においては東南アジアのコンパウンド事業の業績が好調に推移しました。

 これらの結果、当セグメントの売上高は237億７百万円（同5.4％増）となり、営業利益は16億９千１百万円（同

16.1％減）となりました。

（高分子事業）

 当事業は、ウレタン樹脂、天然物由来高分子の製造・販売を行っております。アパレル向けの樹脂や情報表示・

記録材料向けの特殊コーティング剤が好調に推移致しました。海外連結子会社においては中国・アメリカの事業拠

点の業績が引き続き堅調に推移しました。

 これらの結果、当セグメントの売上高は48億６千６百万円（同1.2％増）の増収となりましたが、営業利益は原

材料価格上昇の影響により10億１千２百万円（同16.9％減）の減益となりました。

（印刷総合システム事業）

 当事業は、印刷インキの製造・販売及び事業に付帯する商品とサービスを提供しております。グラビアインキは

一般包材向けのパッケージ関連を中心に堅調に推移しました。海外連結子会社においては、インドネシアの拠点の

業績が堅調に推移しました。一方、オフセットインキは需要減少が続きました。

 これらの結果、当セグメントの売上高は73億６千６百万円（同2.6％増）の増収となりましたが、営業利益は原

材料価格上昇の影響により５億６千７百万円（同34.9％減）の減益となりました。

（その他事業）

 当事業は、グループ各社への不動産賃貸及び金融事業等を行っております。当セグメントの売上高は１億４千５

百万円（同56.2％減）となり、営業損失は８千３百万円となりました。

 

(2) 財政状態の状況

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 2018年２月16日）等を当第１四半期連結会

計期間の期首から適用しており、財政状態については遡及処理後の前連結会計年度末の数値で比較を行っておりま

す。

（資産）

 当第１四半期連結会計期間末における総資産は2,014億９千万円となり、前連結会計年度末と比べ５億４千１百

万円増加いたしました。これは、「現金及び預金」が減少したことなどにより流動資産が７千６百万円減少した一

方で、「有形固定資産」が増加したことなどにより固定資産が６億１千８百万円増加したことによるものでありま

す。
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（負債）

 当第１四半期連結会計期間末における負債合計は1,046億１千６百万円となり、前連結会計年度末と比べ６億９

千４百万円増加いたしました。これは、「賞与引当金」が増加したことなどによるものであります。

（純資産）

 当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は968億７千３百万円となり、前連結会計年度末と比べ１億５

千２百万円減少いたしました。これは、「親会社株主に帰属する四半期純利益」の計上により「利益剰余金」が増

加した一方で、「為替換算調整勘定」が減少したことなどによるものであります。

 

(3) 経営方針・経営戦略等

 当第１四半期連結累計期間において、当社グループが定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はあ

りません。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループの対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、当社は財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針を定めており、その内容等

（会社法施行規則第118条第３号に掲げる事項）は次のとおりであります。

① 会社の支配に関する基本方針

 当社は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の企業理念、企業価値の様々な源泉、当社をご

支持くださる多数のステークホルダーとの信頼関係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確

保、向上させる者でなければならないと考えております。

 当社株主の在り方は、当社株式の市場における自由な取引を通じて決定されるものであり当社の支配権の移転を

伴う大規模な買付提案等がなされた場合であっても、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資するものであれ

ば、一概に否定するものではなく、これに応じるか否かのご判断も、最終的には株主の皆様のご意思に基づき行わ

れるべきものと理解しております。

 しかしながら、近年、資本市場における株式の大規模な買付行為や買付提案の中には、その目的が当社の企業価

値ひいては株主共同の利益を損なうことが明白であるもの、当社や株主の皆様に対して買付けに係る内容及び代替

案等を検討するための十分な時間や情報を提供しないもの、買付けに応じることを株主の皆様に強要するような仕

組みを有するもの、買付条件が不適切であるもの等々、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に資さないものも

想定されます。

 このような大規模な買付行為や買付提案を行う者は、当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者として適切

でないと考えております。

② 会社の支配に関する基本方針の実現に資する取組み

 当社は、1931年（昭和６年）に顔料の製造・販売を目的に設立し、プラスチック時代の幕開けとなった1940年代

半ばより、国産化・自社開発に拘りながら各種プラスチック製品の着色化に貢献、また合成繊維の誕生に合わせて

化・合成繊維の原液着色の技術を開発しました。1970年代より海外市場へ展開し、日本企業の海外進出に合わせ、

エリアを拡大してまいりました。創業以来培ってきました技術の継承と新規分野の研究開発を背景に、材料特性を

熟知した素材メーカーとして、カラー化時代の先取りと様々なユーザーニーズに応える分散・加工・配合等の基本

技術と応用展開の結実として、現在、各種合成樹脂着色剤、各種印刷インキ、合成樹脂に加えて時代の要請に即し

た機能性付与製品や情報記録関連の製品、環境配慮型製品まで多様な製品ラインアップを擁し、広範な業界の多数

のお取引先から厚い信頼を得ております。

 このように、当社は創立以来蓄積してきた「有機無機合成・顔料処理技術」「分散・加工技術」「樹脂合成技

術」の３つのコア技術を企業価値の源泉とし、品質・コスト競争力とブランドの向上に努めながら、株主の皆様、

取引先の皆様、従業員、さらには地域社会等との長年に亘る信頼関係を構築しております。これらは、数値に表れ

難い企業価値として重要な要素と認識しております。

 当社は、「大日精化環境方針」、「環境に関する経営基本方針」を制定しております。人類文化の保護発展と自

然環境を護り、「環境・安全・健康・品質」を良好に保つことを企業目的の一つとしております。国際規則及び国

内外の関係法令を順守するとともに、企業活動に伴う資源・エネルギーの効率的な利用、産業廃棄物の減量、再資

源化・再利用化、安全のための予防・緊急対策等をも含めて化学メーカーとしての行動指針としております。
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 また、コーポレート・ガバナンス（企業統治）の強化を通じて、経営の透明性及び効率性を確保し、株主の皆様

をはじめとするステークホルダーの信頼をより高め、社会責任を全うするため、ガバナンス機能の充実が経営上の

重要な課題であると認識しております。法令順守及びリスク管理等の徹底のために、「ＣＳＲ・リスク管理推進本

部」を設置し、内部監査の独立部門である内部監査室と情報の共有化を図り、内部統制システムの充実に積極的に

取り組んでおります。

 以上、当社では多くの投資家の皆様に中長期的に当社への投資を継続していただくため、当社の企業価値ひいて

は株主共同の利益の向上のため、役員・社員一丸となって上記のような取組みを実施しております。今後とも株主

の皆様、お取引先、従業員、地域社会等のステークホルダーからの信頼を磐石なものとするため一層その充実、拡

充に努める所存であります。これらの取組みは上記①会社の支配に関する基本方針の実現にも資するものと考えて

おります。

③ 会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されるこ

とを防止する取組み

 当社は、会社の支配に関する基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配さ

れることを防止し、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を確保し、向上させるための取組みとして「当社株式

の大規模買付行為に関する対応策」（以下「本プラン」といいます。）について、2017年6月29日開催の第114期定

時株主総会（以下「本株主総会」といいます。）において、株主の皆様にご承認いただき継続しております。

 本プランの対象となる当社株式の大規模買付行為とは、特定株主グループの議決権割合を20％以上とすることを

目的とする当社株券等の買付行為、または結果として特定株主グループの議決権割合が20％以上となる当社株券等

の買付行為をいい、かかる買付行為を行う者を「大規模買付者」といいます。

 本プランにおける大規模買付時における情報提供と検討時間の確保等に関しては、次のとおり一定のルール（以

下「大規模買付ルール」といいます。）を設けており、大規模買付ルールによって、①事前に大規模買付者が当社

取締役会に対して必要かつ十分な情報を提供し、②必要情報の提供完了後、対価を現金のみとする公開買付による

当社全株式の買付けの場合は最長60日間、またはその他の大規模買付行為の場合は最長90日間を当社取締役会によ

る評価・検討等の取締役会評価期間として設定し、取締役会評価期間、また株主検討期間を設ける場合には取締役

会評価期間と株主検討期間が経過した後に大規模買付行為を開始するというものです。

 本プランにおいては、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守した場合には、原則として当該大規模買付行為に

対する対抗措置は講じません。ただし、大規模買付者が大規模買付ルールを遵守しなかった場合、遵守しても当該

大規模買付行為が当社に回復し難い損害をもたらすなど、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を著しく損なう

と判断する場合には、必要かつ相当な範囲で新株予約権の無償割当て等、会社法その他の法律及び当社定款が認め

る検討可能な対抗措置をとることがあります。

 このように対抗措置をとる場合、その判断の客観性及び合理性を担保するために、取締役会は対抗措置の発動に

先立ち、当社の業務執行を行う経営陣から独立している社外監査役または社外有識者から選任された委員で構成す

る独立委員会に対して対抗措置の発動の是非について諮問し、独立委員会は対抗措置の発動の是非について、取締

役会評価期間内に勧告を行うものとします。当社取締役会は、対抗措置を発動するか否かの判断に際して、独立委

員会の勧告を最大限尊重するものとします。なお、本プランの有効期限は2020年6月に開催予定の当社第117期定時

株主総会の終結の時までとします。本プランは、本株主総会において継続が承認され発効した後であっても、①当

社株主総会において本プランを廃止する旨の株主の一定割合の意思表示が行われた場合、②当社取締役会により本

プランを廃止する旨の決議等が行われた場合には、その時点で廃止されるものとします。

 継続後の本プランの詳細につきましては、インターネット上の当社ウェブサイト

（http://www.daicolor.co.jp/）に掲載しております。

④ 本プランが会社の支配に関する基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益に合致し、当社の会

社役員の地位の維持を目的とするものではないことについて

 本プランは、①買収防衛策に関する指針において定める三原則を充足していること及び経済産業省に設置された

企業価値研究会が2008年（平成20年）6月30日に発表した報告書「近時の諸環境の変化を踏まえた買収防衛策の在

り方」の内容も踏まえたものとなっていること、②当社の企業価値ひいては株主共同の利益の確保・向上の目的を

もって導入されていること、③株主総会での承認により発効しており、株主意思を反映するものであること、④独

立性の高い社外者のみから構成される独立委員会の判断を重視するものであること、⑤デッドハンド型やスローハ

ンド型買収防衛策でないこと等の理由から、基本方針に沿い、当社の企業価値ひいては株主共同の利益を損なうも

のでなく、かつ、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないと考えております。
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(5) 研究開発活動

当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、７億３千５百万円であります。な

お、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 50,000,000

計 50,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（2018年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2018年８月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 18,613,110 18,613,110
   東京証券取引所

   (市場第一部)

単元株式数

100株

計 18,613,110 18,613,110 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

 該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数(株)

発行済株式総
数残高(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金増
減額(百万円)

資本準備金残
高(百万円)

2018年４月１日～

2018年６月30日
－ 18,613,110 － 10,039 － 8,137

 

（５）【大株主の状況】

        当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（６）【議決権の状況】

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（2018年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

2018年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式      50,700 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  18,523,700 185,237 －

単元未満株式 普通株式      38,710 － －

発行済株式総数 18,613,110 － －

総株主の議決権 － 185,237 －

 

②【自己株式等】

2018年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

大日精化工業株式会社

東京都中央区

日本橋馬喰町1丁目

7-6

46,700 － 46,700 0.25

フタバペイント株式会社
東京都台東区

竜泉3丁目15番2号
4,000 － 4,000 0.02

計 － 50,700 － 50,700 0.27

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について
 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2018年４月１日から2018

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸

表について、監査法人保森会計事務所による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2018年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 31,746 30,164

受取手形及び売掛金 ※３ 53,911 ※３ 53,848

たな卸資産 27,719 29,481

その他 2,416 2,217

貸倒引当金 △95 △91

流動資産合計 115,697 115,621

固定資産   

有形固定資産   

土地 18,521 18,487

その他（純額） 28,991 30,215

有形固定資産合計 47,512 48,702

無形固定資産   

その他 3,044 3,147

無形固定資産合計 3,044 3,147

投資その他の資産   

投資有価証券 24,385 23,757

退職給付に係る資産 7,385 7,492

その他 2,957 2,927

貸倒引当金 △36 △158

投資その他の資産合計 34,693 34,019

固定資産合計 85,250 85,869

資産合計 200,948 201,490

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 ※３ 34,491 ※３ 35,301

短期借入金 14,943 15,358

1年内返済予定の長期借入金 8,372 8,442

未払法人税等 2,009 1,176

賞与引当金 2,181 3,358

関係会社整理損失引当金 240 233

環境対策引当金 2,086 2,091

その他 6,276 5,397

流動負債合計 70,602 71,360

固定負債   

長期借入金 18,098 18,391

役員退職慰労引当金 191 －

関係会社整理損失引当金 615 613

環境対策引当金 3,109 3,090

退職給付に係る負債 9,021 9,103

その他 2,282 2,056

固定負債合計 33,319 33,256

負債合計 103,922 104,616
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(2018年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(2018年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 10,039 10,039

資本剰余金 9,772 9,772

利益剰余金 66,279 67,539

自己株式 △107 △107

株主資本合計 85,985 87,245

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 9,673 9,396

繰延ヘッジ損益 △19 △19

為替換算調整勘定 △97 △1,186

退職給付に係る調整累計額 △593 △556

その他の包括利益累計額合計 8,963 7,634

非支配株主持分 2,076 1,993

純資産合計 97,026 96,873

負債純資産合計 200,948 201,490
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年６月30日)

売上高 41,186 42,543

売上原価 32,904 34,856

売上総利益 8,282 7,686

販売費及び一般管理費 4,424 4,862

営業利益 3,857 2,824

営業外収益   

受取利息 16 27

受取配当金 128 138

持分法による投資利益 56 36

為替差益 42 －

受取保険金 1 91

その他 92 139

営業外収益合計 337 433

営業外費用   

支払利息 110 99

為替差損 － 21

支払補償費 7 95

その他 23 101

営業外費用合計 141 317

経常利益 4,053 2,939

特別利益   

固定資産売却益 8 20

特別利益合計 8 20

特別損失   

固定資産除却損 22 11

投資有価証券評価損 － 71

関係会社整理損失引当金繰入額 － 17

環境対策費 1 25

その他 0 0

特別損失合計 24 126

税金等調整前四半期純利益 4,038 2,834

法人税、住民税及び事業税 1,358 1,093

法人税等調整額 △211 △313

法人税等合計 1,146 779

四半期純利益 2,891 2,054

非支配株主に帰属する四半期純利益 8 5

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,883 2,049
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　2017年４月１日
　至　2017年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　2018年４月１日
　至　2018年６月30日)

四半期純利益 2,891 2,054

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 1,465 △276

繰延ヘッジ損益 △2 0

為替換算調整勘定 △555 △1,013

退職給付に係る調整額 12 36

持分法適用会社に対する持分相当額 31 △155

その他の包括利益合計 951 △1,409

四半期包括利益 3,842 645

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 3,887 720

非支配株主に係る四半期包括利益 △44 △74
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【注記事項】

（追加情報）

（「『税効果会計に係る会計基準』」の一部改正」等の適用）

「『税効果会計に係る会計基準』」の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年２月16日）等を当第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定

負債の区分に表示しております。

 

（四半期連結貸借対照表関係）

 １ 保証債務

 連結会社以外の会社等の金融機関等からの借入に対し、債務保証（保証予約含む）を行っております。

前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2018年６月30日）

従業員提携ローン 79百万円 従業員提携ローン 74百万円

 

 ２ 受取手形割引高及び受取手形裏書譲渡高

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2018年６月30日）

受取手形割引高 146百万円 154百万円

受取手形裏書譲渡高 2 3

 

※３ 四半期連結会計期間末日満期手形

 四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当

第１四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形が四半期連結会

計期間末日残高に含まれております。

 
前連結会計年度
（2018年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2018年６月30日）

受取手形 1,022百万円 815百万円

支払手形 446 372

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

 当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期連

結累計期間に係る減価償却費（のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。）及びのれんの償却額は、次のとおり

であります。

 

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年６月30日）

減価償却費 802百万円 998百万円

のれんの償却額 0 0
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（株主資本等関係）

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 2017年４月１日 至 2017年６月30日）

 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2017年６月29日

定時株主総会
普通株式 742 8.0 2017年３月31日 2017年６月30日 利益剰余金

 

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 2018年４月１日 至 2018年６月30日）

 配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月28日

定時株主総会
普通株式 789 42.5 2018年３月31日 2018年６月29日 利益剰余金

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自2017年４月１日 至2017年６月30日）

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額

（注2,3）

四半期連

結損益計

算書計上

額
 

化成品

事業

化学品

事業

高分子

事業

印刷総合

システム

事業

その他

事業

（注1）

計

売上高         

(1)外部顧客への

売上高
6,370 22,497 4,808 7,177 332 41,186 － 41,186

(2)セグメント間

の内部売上高

又は振替高

122 9 48 2 4,404 4,588 (4,588) －

計 6,492 22,506 4,857 7,180 4,737 45,775 (4,588) 41,186

セグメント利益

（営業利益）

（△損失）

1,104 2,016 1,218 871 △106 5,104 (1,247) 3,857

（注）１．「その他事業」の営業損失は、当事業において当社グループ会社等への不動産管理、金融事業などの役

務提供を営む会社が含まれているためであります。当事業に係る収入は営業外収益として計上してお

り、また営業費用については各報告セグメントへの配賦を行なっておりません。

２．セグメント利益の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用1,247百万円が含まれてお

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない総務、経理などの本社機構の費用及び研究開発

の費用であります。

３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自2018年４月１日 至2018年６月30日）

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

       （単位：百万円）

 報告セグメント

調整額

（注2,3）

四半期連

結損益計

算書計上

額
 

化成品

事業

化学品

事業

高分子

事業

印刷総合

システム

事業

その他

事業

（注1）

計

売上高         

(1)外部顧客への

売上高
6,456 23,707 4,866 7,366 145 42,543 － 42,543

(2)セグメント間

の内部売上高

又は振替高

106 10 28 1 5,031 5,177 (5,177) －

計 6,563 23,718 4,894 7,367 5,177 47,720 (5,177) 42,543

セグメント利益

（営業利益）

（△損失）

1,034 1,691 1,012 567 △83 4,221 (1,397) 2,824

（注）１．「その他事業」の営業損失は、当事業において当社グループ会社等への不動産管理、金融事業などの役

務提供を営む会社が含まれているためであります。当事業に係る収入は営業外収益として計上してお

り、また営業費用については各報告セグメントへの配賦を行なっておりません。

２．セグメント利益の調整額には、各報告セグメントに配分していない全社費用1,397百万円が含まれてお

ります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない総務、経理などの本社機構の費用及び研究開発

の費用であります。

３. セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

（１株当たり情報）

 １株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 2017年４月１日
至 2017年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 2018年４月１日
至 2018年６月30日）

 １株当たり四半期純利益 155円28銭 110円37銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益（百万円） 2,883 2,049

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純

利益（百万円）
2,883 2,049

普通株式の期中平均株式数（千株） 18,567 18,566

 （注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．当社は、2017年10月１日付で普通株式５株につき１株の割合で株式併合を行っております。前連結会計年度

の期首に当該株式併合が行われたと仮定して、１株当たり四半期純利益を算定しております。

 

（重要な後発事象）

       該当事項はありません。

 

 

２【その他】

 該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2018年８月９日

大日精化工業株式会社

取締役会 御中

 

監査法人 保森会計事務所

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 横山 博       印

 

 
代表社員
業務執行社員

 公認会計士 若林 正和     印

 

     

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている大日精化工業株
式会社の2018年４月１日から2019年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2018年４月１日から2018年
６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2018年４月１日から2018年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す
なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを
行った。
 
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財
務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を
作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
 
監査人の責任
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する
結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し
て四半期レビューを行った。
 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質
問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認
められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
監査人の結論
 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め
られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大日精化工業株式会社及び連結子会社の2018年６月30日現在の財政状
態及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重
要な点において認められなかった。
 
利害関係
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報告

書提出会社）が別途保管しております。

     ２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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